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要   旨 

 
近年，地震の発生を確率論的にモデル化し，各地点の地震危険度を地震動確率で表現する確率論的地震

ハザード解析が注目されている．本研究では，高速で地震ハザード評価が可能となるシステムを開発し，

異なる活動モデルの影響や距離減衰式による評価結果の差異を感度解析により検討し，確率論的地震ハザ

ード解析の特性を考察した． 
 その結果，１）地震ハザードは，地震活動のモデル化や使用する距離減衰式で評価結果が違ってくるた

め，幾つかの地震活動モデルおよび距離減衰式で検討する必要があること，さらに，２）対象地点に影響

を与えるシナリオ地震を抽出し，その地点ではどのような地震を考慮する必要があるのかを把握すること

は，設計に用いる地震動を決定するのに有用であること，また，３）同じ設計地震動でも，適用する地域

によって想定している地震動の発生確率が違っていることに注目する必要があること，などのことが分か

った． 
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Synopsis: 
In recent years, the probabilistic seismic hazard analysis (PSHA) that evaluates the hazard of seismic ground motion at a site 

by considering all possible earthquakes in the area attracts considerable attentions. In this paper, we developed a fast PSHA 
system and studied the influence of different seismic activity models and distance attenuation equations on the PSHA system. 
Some characters of the system are examined as follows. 

1) Since different seismic activity models and distance attenuation equations lead to different PSHA results, it is suggested 
that PSHA on a site should be conducted with several seismic activity models and distance attenuation equations. 

2) It is found that extracting all scenario earthquakes affecting a site can make a better understanding of the seismic ground 
motions and is also useful in earthquake load evaluation. 

3) It is necessary to note that the occurrence probability of the earthquake motion differs according to the applied region, 
when the same design earthquake motion is used. 

 ＊１本店 リニューアル事業部  ＊２モダンエンジニアリングアンドデザイン ＊３システムソフト 
  



1. はじめに 

近年，地震の発生を確率論的にモデル化し，各地点の地

震危険度を地震動確率で表現する確率論的地震ハザード

解析が注目されている．日本国内においても多くの機関で

地震ハザード評価システムが開発され，各種の地震ハザー

ドマップも公開されはじめてきた１）． 
一般に，確率論的地震ハザード解析の評価結果は，対象

地点において特定の期間に発生する最大の地震動強さと

その超過確率を示す地震ハザード曲線の形式で表現され

る．地震ハザード曲線は対象地点の地震動確率の全容を示

し，地震リスクを検討する際に必須となる情報をあたえる． 
一方，地震ハザードマップとは，多くの地点に関する確

率論的地震ハザード評価結果に基づき，例えば等確率の地

震動強さの分布を地図上に示したものである．ハザードマ

ップは「期間」，「地震動強さ」，「確率」の３つのうち

２つを固定することで，残り１つの要素の空間的分布を地

図上に示すものである．地震ハザードマップを利用すれば，

例えば特定の超過確率といった条件のもとでの情報とな

るが，地震危険度の地域性を視覚的に比較することが可能

となる．米国では USGS（アメリカ地質調査所）が地震ハ

ザードマップを評価公表し，それを参照した設計用地震動

の設定も行われている． 
確率論的地震ハザード解析の手法自体はすでに確立さ

れたものと考えることができるが，多地点に対して評価を

実施するには多くの労力を要する．また，解析の基本的な

入力条件である地震源の活動モデルについては不確定性

が大きく，解析に利用する距離減衰式の選定の影響も大き

いといわれている． 
そこで，本研究では，高速で地震ハザード評価が可能と

なるシステムを開発し，異なる活動モデルの影響や距離減

衰式による評価結果の差異を感度解析により検討し，確率

論的地震ハザード解析の特性を考察した． 
本論では，まず開発した確率論的地震ハザード評価シス

テム（MoDUS-SH：Modern Disaster Utility Series 
-Seismic Hazard）の概要を述べ，本評価ツールを用いて，

①地震規模の確率モデル，地震発生の時系列モデルを変更

させた場合，また使用する距離減衰式の違いがどの程度地

震ハザードに影響してくるかの感度解析を実施する．次い

で，②地震活動域モデルの違いおよび各シナリオ地震が地

震ハザードに与える影響を把握し，その地点で考慮すべき

地震にはどのようなものが考えられるか検討する．さらに，

③実際観測された地震波が，本システムではどのような確

率で発生する地震波であったのかを示し，同じく建設省告

示第 1461 号四項における加速度応答スペクトル（以下，

告示スペクトル）がその地点でどのような確率で発生する

地震動のレベルを示しているのかを日本全国で示したハ

ザードマップ（以下，超過確率ハザードマップ）を示す．

なお，今回は工学的基盤上での地震ハザード評価の検討に

ついて報告する．地盤の増幅率を考慮した表層での地震ハ

ザード評価については，またの機会に報告する． 
 

2． 地震ハザード評価システムの概要 

 図－１に地震ハザード評価システムの概要を，表－1 に

地震活動域モデルの概要を示す．本システムは，地震デー

タベース作成ツールと地震ハザード解析システムからな

る． 
 
2．1 地震活動域モデルの概要 

地震ハザードを評価するためには，地震の年間平均発生

頻度，マグニチュードの確率分布などで特徴づけられる領

域や断層の集合体である「地震活動域モデル」を作成する

必要がある．本手法では，歴史地震記録，活断層資料およ

び地震地体構造区分２)などの既存地震関連情報をもとに，

日本全国を対象に地震活動域モデルとして離散化したマ

グニチュードの大きさに応じて設定した固有地震（以下，

シナリオ地震）を作成し，地震データベースを構築した．

このような離散化モデル３)を使用する事等により，地震ハ

ザードマップ等の評価の高速化を実現させた． 
(1)地震活動域モデル 

地震活動域は，①プレート境界地震領域(特定のプレー

ト境界地震領域（東海～南海地震，関東地震）を含む)，
②内陸の活断層４)，③バックグラウンド地震領域の３種類

にモデル化した． 
プレート境界地震領域およびバックグラウンド地震領

域では，シナリオ地震を緯度経度ともに 0.1°（約 10km）

間隔で配置している．ただし，特定のプレート境界地震領

域に関しては対象領域に，活断層はマグニチュードに応じ

た矩形断面として，適宜配置した．なお，全シナリオ地震

数は 26,635 個となった． 
シナリオ地震の地震規模の確率モデル，地震発生の時系

列モデルは，それぞれ以下のようにモデル化している． 
（2）地震規模の確率モデル 

内陸の活断層では固有の地震規模モデル，特定のプレー

ト境界地震は一様分布，その他は地震カタログ（宇津カタ

ログ，宇佐美カタログ，気象庁カタログ（2000 年））よ

り算出したｂ値モデルに従い最大地震の規模をカタログ

の最大マグニチュード+0.1 とし，モデル化している． 
（3）地震発生の時系列モデル 

特定のプレート境界地震および前回の活動時期が推定

できる活断層では，平均活動間隔と最新活動時期を考慮で

きる再生過程５）としている．また，前回の活動時期が不明

な活断層，プレート境界地震およびバックグラウンド地震

は定常ポアソン過程としてモデル化している． 
 

2．2 地震ハザード解析システムの概要 

（1）距離の確率モデル 

地震活動域にマグニチュードによって大きさが変化す

る地震断層面を配置し，評価対象地点から各断層面までの



最短距離としてモデル化している． 
（2）地震動強さの確率モデル 

 距離減衰式には安中式６）を用い，式に含まれるばらつき

は対数正規分布でモデル化している． 

(3)地震ハザード曲線の算定法 

対象地点における地震動の強さがαを超える年間平均

超過確率は，定常ポアソン過程と仮定し，次式で求めるこ

とができる． 

( ) ( )( )αα Nexp1P −−=           式（1） 

( ) ( )iiFνN αα ∑=             式（2） 

( ) ( )∫=
α

α dax,m|afF iiAi          式（3） 

( )αP  ： 地震動の強さがαを超える年間平均超過確率 

( )αN  ： 地震動の強さがαを超える年間平均発生頻度 

iν  ： シナリオ地震ｉの年間平均発生頻度 

( )iFα  ： M＝mi，X＝xiの条件での地震動の強さが 

αを超える条件付き確率 

( )iiA x,m|af
 

： M＝mi，X＝xiの条件での地震動の強さの 

確率密度関数 
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図-1 地震ハザード評価システムの概要 

 
表-1 地震活動域モデル化の概要 

地震活動域 

モデル 
活断層 

特定の 
プレート 
境界地震 

プレート 
境界地震 

バック 
グラウンド 

地震 

データベース 
活断層 

調査結果＊１） 

過去の 

地震データ 
地震規模の 

確率モデル 
固有規模 一様分布 ｂ値モデル ｂ値モデル 

位置 
活断層 

調査結果 
地震地体構造及び過去の地震データ 

地震発生 

時系列モデル 

再生過程＊２）

および定常 

ポアソン過程 

再生過程 

または定常 

ポアソン過程 

定常 

ポアソン過程 

定常 
ポアソン過程 

*1）調査結果より値が直接求められない場合には他の諸元より経験式を用いて評価する 
*2）前回の活動時期が不明の場合には，定常ポアソン過程とする 

 

3． 感度解析 

 前述の通り地震源の活動モデルの設定には多くの不確

定性要素があり，どのようにモデル化するか，または用い

る距離減衰式によって，地震ハザード評価の結果は異なっ

てくると言われている．そこで，活動域モデルや距離減衰

式の違いが，どの程度地震ハザードに影響を与えるのかを

把握することは，本システムを利用するにあたり大変有益

な資料となる．また，地震活動域のモデル化を行うに際，

地震ハザードに影響を与える項目は注意深く設定する必

要がある． 

本章では表－2 に示した 4 つのモデルで感度解析を実施

し，モデルの違いによる地震ハザードへの影響がどの程度

あるのか把握することを目的としている． 

地震規模の確率モデルを設定する際の最大地震の規模を

全カタログから割り付けられた地震の最大マグニチュード＋0.1

とし，距離減衰式には安中式を，時系列モデルには定常ポアソン

過程を用いたMODEL1を基本モデルとする．また，地震規模の確率

モデル，時系列モデルおよび距離減衰式を変更したモデルをそれ

ぞれ MODEL2，MODEL3，MODEL4 とする．ただし，地震規模の確

率モデルはb値モデルでモデル化しているプレート境界地

震（特定のプレート境界地震を除く）とバックグラウンド

地震，時系列モデルは再生過程のあるシナリオ地震のみが

変更となっている． 

 図-2 に MODEL1～MODEL4 の 50 年間の超過確率が 5%とな

る PGV（最大速度）の地震ハザードマップを示す． 

 

表－2 解析モデル 

 
地震規模の 

確率モデル 
時系列モデル 距離減衰式 

MODEL1
全カタログ

Mmax＋0.1 

定常ポアソン

過程 
安中式 

MODEL2
気象庁カタログ

Mmax＋0.1 

定常ポアソン

過程 
安中式 

MODEL3
全カタログ

Mmax＋0.1 
再生過程 安中式 

MODEL4
全カタログ

Mmax＋0.1 

定常ポアソン

過程 
司・翠川式 

 

3．1 地震規模の確率モデルによる比較 

b 値モデルの最大地震の規模を気象庁カタログより 割り付け

られた地震の最大マグニチュード＋0.1としたモデルをMODEL２

とする．距離減衰式，時系列モデルは基本モデルと共通である．

ただし，MODEL1 で気象庁カタログから最大マグニチュードが決

まっている地震活動域は，MODEL2 と同じ地震規模の確率モデル

となっている． 

2つの地震ハザードマップを比較するとMODEL2に比べMODEL1

は，北海道南東および東北の太平洋側の地震ハザードが大きくな

っている．この地域は特定のプレート境界地震および活断層の影

響が小さく，地震カタログ最大マグニチュードが気象庁カタログ

ではなく宇佐美カタログあるいは宇津カタログによって決まって

いるところである． 

 

3．2 時系列モデルによる比較 

 時系列モデルを，再生過程にしたモデルを MODEL3 とす

る．地震規模の確率モデル，時系列モデルは基本モデルと共通で

ある． 

50 年間の再生過程では，中部地方で糸魚川－静岡構造線，

四国地方で中央構造線の影響が明確に見られ，関東，東海

地方で定常ポアソン過程による評価(MODEL1)より地震ハ



    
 

図－2 地震ハザードマップ（工学的基盤） 

 

ザードが小さくなっている．これは，糸魚川－静岡構造線

や中央構造線では，50 年再生過程を考慮した時の年間平

均発生頻度が定常ポアソン過程より大きく，一方，特定の

プレート境界地震である関東地震では，50 年再生過程を

考慮した時の年間平均発生頻度が定常ポアソン過程より

小さいモデルとなっているためである． 

 

3．3 距離減衰式による比較 

距離減衰式に司・翠川式７）を用いたモデルを MODEL4 と

する．地震規模の確率モデル，時系列モデルは基本モデルと共

通である．司・翠川式より安中式で評価した方が全国的に

高い値を示している． 
また，図-3 に 2つの距離減衰式で震源深さを 10km と固

定した場合のM6とM7の震源距離と最大速度の関係を示す．

これからも安中式の方が大きな値を示すことがわかる．こ

のように使用する距離減衰式によって地震ハザードの値

が変わってくることに注意する必要がある． 
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図－3 距離減衰式比較 

4． 寄与率 

4．1 地震活動域による寄与率 

 図-4 に地震活動域モデルに上記の基本モデルを採用し

た場合の札幌，東京，静岡，名古屋，大阪，福岡の６地点

での地震ハザード曲線を示す．また，表-3 に示す地震活

動域モデルごとの地震ハザード曲線を合わせて示した．さ

らに図-5 に各地震活動域モデルごとの地震ハザードマッ

プ（50 年間の超過確率が 5%となる PGV）を示し，各地に

おける各地震活動域モデルの影響度を確認した． 

 札幌ではプレート境界地震が，東京，静岡では特定のプ

レート境界地震が，名古屋，大阪，福岡では活断層が地震

ハザードに大きな影響を与えている．また，各地とも小さ

な速度ではプレート境界地震やバックグラウンド地震の

影響が大きい．例えば福岡では 40cm/s まではプレート境

界地震が，それ以上になると活断層が最も地震ハザードに

影響を与えている． 

以上のように，地震ハザード曲線からはその地点の地震

動確率の全体像を読みとることができるが，多くの地点で

参照することは難しい．一方，図-5 の地震ハザードマッ

プでは，特定のプレート境界地震として，東海～南海地震，

関東地震をモデル化しているため，関東地方南部～四国地

方においてその影響が，糸魚川－静岡構造線がある中部地

方では活断層の影響が，比較的大きなプレート境界地震が

多い北海道，東北地方ではプレート境界地震の影響が大き

いことが読みとれる． 
 

表－3 地震活動域モデル 

全モデル 全地震活動域モデル 
特定地震 特定のプレート境界地震 
活断層 内陸の活断層 
プレート境界 特定のプレート境界地震を除く 
バックグラウンド バックグラウンド地震 

(d)MODEL4 
(全ｶﾀﾛｸﾞMmax+0.1) 

(定常 ﾎﾟｱｿﾝ過程) 

(司・翠川式) 

(c)MODEL3 
(全ｶﾀﾛｸﾞMmax+0.1) 

 (50 年再生過程) 

 (安    中    式)

PGV(cm/s) 

(a)MODEL1 
(全ｶﾀﾛｸﾞMmax+0.1) 

(定常 ﾎﾟｱｿﾝ過程)  

(安    中    式) 

(b)MODEL2 
（気象庁 Mmax+0.1) 

(定常 ﾎﾟｱｿﾝ過程) 

(安    中    式) 
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図-4 各地における地震ハザード曲線（工学的基盤） 

 

       
 

(a)特定地震        (b)活断層      (c)プレート境界    (d)バックグラウンド

 
図-5 地震ハザードマップ（工学的基盤） 

PGV(cm/s) 



4．2 シナリオ地震による寄与率 

ここでは，ある地点でどのようなシナリオ地震が地震ハザード

に大きな影響を与えているか把握する．このことは，設計用地震

動を考える際にどのような特徴の地震動を設定すれば良いかを検

討する際の目安となり得る．例えば，震源距離が遠くてもマグニ

チュードの大きな地震を想定するのか，あるいはマグニチュード

が小さくても震源距離が近い地震を想定するのか，などのような

検討資料となり得る． 

図-6にMODEL1の東京，大阪での50 年間の超過確率が 5％

となる PGV（東京：84cm/s，大阪：74cm/s）のハザードに

与える寄与率が上位のシナリオ地震のマグニチュードと

震源への最短距離の関係および年間平均発生頻度と地震

動が PGV を超える確率の関係を示す．ここで，寄与率は以

下のように定義する． 

シナリオ地震ｉの寄与率＝
( )
( )∑ ⋅

⋅

ii

ii

Fν
Fν

α

α
    式（4） 

ここで， 

iν      ：シナリオ地震ｉの年間平均発生頻度 

( )iFα   ：シナリオ地震ｉによって地震動がαを超える確率 

( )ii Fν α⋅ ：シナリオ地震ｉによってあるサイトの地震動が 
αを超える年間平均発生頻度 

           
寄与率の高い順番に累積し，全体の 95%を超えるまでの

シナリオ地震を抽出し，以下の検討に用いる．    

東京では，M7 強，震源距離 10km 程度のバックグラウン

ド地震，M8 程度，震源距離 50km 程度の関東地震を含むプ

レート境界地震，M8 強，震源距離 120km 程度の東海～南海

地震の寄与率が高い．同じく，大阪では M7 強，震源距離

20km 程度の活断層およびバックグラウンド地震，M8 強，

震源距離 100～120km 程度の東海～南海地震の寄与率が高

い．また，年間平均発生頻度νi とシナリオ地震ｉによっ

て地震動がαを超える確率 F(α)ｉの関係より，距離が離

れた震源でも年間平均発生頻度の高いシナリオ地震は寄

与率が大きいことがわかる． 

図-7は主要８都市で50年間の超過確率が5％となるPGV

に寄与するシナリオ地震を特定のプレート境界地震，活断

層，バックグラウンド地震およびプレート境界地震に分類

し，その比率を示したものである．この図より，本地震活

動モデルでは，札幌，仙台，福岡ではプレート境界地震が，

東京，静岡では特定のプレート境界地震が，名古屋，大阪，

神戸では活断層が最も地震ハザードに寄与していること

がわかる． 

 

5． 一様ﾊｻﾞｰﾄﾞ応答ｽﾍﾟｸﾄﾙと超過確率ｽﾍﾟｸﾄﾙ 

地震が起きたとき，マグニチュードがいくつで，ある地

域では震度がどれくらいであったという情報は容易に入

手することができるが，実際その地震は稀に起こる地震だ

ったのか，あるいはしばしば起こる地震であったのかの情

報は入ってこない．そこで本章では，安中式を使って 5%  
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(b)大阪 

図-6 シナリオ地震の M―X， iν －F(α)i関係 
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図-7 50 年間の超過確率が 5%となる PGV への寄与率 

 

加速度応答スペクトルで周期毎に等確率に発生する応答

値を結んだ一様ハザード応答スペクトル 8)を作成し，まず，

実地震波を用い，それがどれだけの発生確率をもった地震

波であったかを検討してみる．検討にはＪＭＡ神戸（1995

年）と八戸港湾(1968 年)の水平成分２方向の記録を用いて

計算した２次元応答スペクトル（5%減衰）を用いた．ただ

し，一様ハザード応答スペクトルは確率論的に応答スペク

トルを規定したもので，一般にはそのような地震波は存在

しないことに注意する必要がある． 
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図-8 一様ハザード応答スペクトル(神戸) 
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図-10 超過確率スペクトル(神戸) 

 

図-8，図-9 に神戸，八戸の一様ハザード応答スペクトル

を図-10，図-11 に超過確率スペクトルを示す．これより

JMA 神戸は，ほとんどの周期帯域で超過確率 5%以下の極希

に起きる地震，八戸港湾は，ほとんどの周期帯域で超過確

率 50%を超える地震であることがわかる． 

次に，確率論的に考えると現在設計用スペクトルとして

用いられている告示スペクトルは，図-10，図-11 より，神

戸では超過確率 10%程度の地震であるが，八戸では超過確

率 20%の地震となっている．このように同じスペクトルで

も地域によって異なった発生確率の地震動を想定してい

ることになる．そこで，周期 0.2 秒および 1.0 秒の周期帯

で告示スペクトルがどのような超過確率をもった地震動

を想定していることになるかを，図-12 に示す超過確率ハ

ザードマップで示す．なお，超過確率は令第 88 条第１項

に規定されている地域係数Zを考慮したスペクトル値に基

づいて算出している． 

周期 0.2 秒では全国的に超過確率 5～10%程度の地震動

となっており，北海道南東や活断層，特定のプレート境界

地震がある付近では超過確率が高くなっている．また，1.0
秒では0.2秒に比べて超過確率が高くなり20%～60％の超

過確率の地震動を示していることになる． 
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図-9 一様ハザード応答スペクトル(八戸) 
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図-11 超過確率スペクトル(八戸) 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 
 

（a）周期 0.2 秒      (b)周期 1.0 秒 

図-12 超過確率ハザードマップ 

(%) 



６． おわりに 

本報告では作成した「地震ハザード評価システム」を基

に検討した結果，以下のようなことがわかった． 
１）地震ハザードは，地震活動のモデル化や使用する距離

減衰式で評価結果が違ってくる．地震ハザード評価を行う

際に一つの地震活動モデルや距離減衰式から評価するこ

とには注意が必要であり，幾つかの地震活動モデルおよび

距離減衰式で検討する必要がある． 
２）対象地点に影響を与えるシナリオ地震を抽出し，その

地点ではどのような地震を考慮する必要があるのか把握

することは，設計に用いる地震動を決定するのに有用であ

る． 
３）告示スペクトルで作成した同じ設計地震動でも，適用

する地域によって想定している地震動の発生確率が違っ

ていることに注目する必要がある． 
 今後，表層地盤の増幅特性も考慮し，用地選定における

地震ハザードマップの検討や設計用の地震動の検討に，本

システムを利用していく． 
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